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Historical review and future challenges of using evidence ~ Study of the revision of the 





In recent years, importance of evidence such as scientific grounds have been increasingly recog-
nized, and efforts have been made to achieve ‘evidence-based’ or ‘evidence-informed’ poli-
cy-making or practice in the field of education in Japan. However, efforts to use empirical  data 
and/or research results in making policy or carrying out practice is not totally new, although the 
word “evidence” may not have been used.  
In this paper, firstly, by tracing the 60-year history of the revision of the course of study since 
World War Ⅱ, an overview of the use of empirical data such as the results of assessment of aca-
demic abilities has been provided. Initiatives are outlined, such as academic ability tests and pilot 
schools, which were started up to evaluate the ‘provisional course of study’ and out of concern 
about the poor academic ability of students in the postwar ‘educational reform’ era. In addition, 
the paper discusses how research on the curriculum which was introduced after the absence of the 
national surveys of scholastic achievement and other monitoring programs such as PISA of the 
OECD have been used. 
Secondly, it is examined how educational policies were made based on empirical data or analysis in 
the Central Council for Education report in 1971, with special focus on the proposed ‘pilot ex-
periment’ as a system for producing evidence that facilitates the reform of the school system and 
the ‘trinity cooperation’ of educator, researcher and administrator, and how these were treated in 
the real arena of policy making.  
Learning from past experience, the following points are to be considered when promoting the use of 
evidence in educational policy and practice, and improving policy making and practice. 
① Building a system of producing, collecting, accumulating and disseminating evidence 
Systems have been set up to monitor the actual situation of teaching and scholastic abilities of 
students both at national and local levels. But challenges remain for improving the quality of evi-
dence and research methods. Moreover, while decentralization, local autonomy establishment and 
school based decision making have been strengthened, disseminating evidence and good practice 
which may contribute to better decision making or practice at each level have become more im-
portant and there is a pressing need to improve their quality and increase their quantity.  
② Establishing a partnership among stakeholders 
Not limited to the educational field, it is indispensable to have such a partnership among practi-
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tioners, researchers and administrators, and furthermore, the support of public opinion. In fact, 
administrators are increasingly seeking researchers’ cooperation in the analysis of scholastic 
ability assessment result at national and local levels. Academics from universities also are well 
aware of the active approach to policy or practice. 
③ Dissemination and enlightenment, human resource development and allocation, and financial 
support 
  It is important not only to cultivate ‘evidence literacy’ or ‘research literacy’ for using evidence, 
but it is also necessary to develop, train and allocate human resource that have abilities to produce, 
collect and interpret empirical data with statistical method based on the reality of education. In 
addition, a considerable amount of financial expenditure is inevitable for producing, collecting, 


















6 月）においては、家庭科存置の理由に関連して、社会的発達について Reininger の、また、運動能











 ② 全国学力調査と学習指導要領改訂：昭和30年代、同40年代 
 昭和 30 年代から 40 年代初頭にかけては、全国学力調査が実施されたこともあって、この時期、
これらの分析結果が課程審の諮問・答申、教育白書等に盛んに援用されている。学習指導要領の 33
（1958）年改訂の基になった同審議会に対する諮問「小学校・中学校教育課程ならびに高等学校通
信教育の改善について」（32（1957）年 9 月 14 日）に際しての初等中等教育局長説明では、「国語、
算数・数学の学力調査の結果によっても、児童生徒の学力は必ずしも満足すべきものではない。」と
の実証データへの言及がなされ、これを受けた答申「小学校・中学校教育課程の改善について」（33










学校教育課程研究指定校（小学校 35 校、中学校 28 校）において実験的な研究を行い、教育課程改
善に関する基礎的な資料を得て参考にしたい旨の表明がなされた。これを受けた答申「小学校の教
育課程の改善について」（42（1967）年 10 月 30 日）では、各教科等を通じて基本的事項に精選する
とともに、児童生徒の能力、特性に応ずる指導への配慮や、算数において児童の実態等を考慮した
学年配当の見直し等が提言された。また、同じく「中学校の教育課程の改善について」（43（1968）
年 6 月 6 日）では、「生徒の能力差に応じた指導」への配慮を求めている。 
 なお、教育白書『わが国の教育水準』(昭和 34 年度)（文部省編集）では、国内について文部省の
全国学力調査を、国際比較について英、豪、米で実施された算数の学力調査と同一問題を日本で実
施した結果を参考掲載している 5）。 









 ③ 中教審による明治以降の教育の検証と学習指導要領改訂：昭和50年代 
 後述のように、昭和 42（1967）年 7 月 3 日には、中教審に対し「今後における学校教育の総合的



















中学校及び高等学校の教育課程の基準について（答申）」（51（1976）年 12 月 18 日）に関しては、
答申は元より、諮問（48（1973）年 12 月 21 日）に際しての補足説明等においても学力の実態に関
する実証分析に関連する記述は確認できない 10）。 
 





























成 12（2000）年 12 月 4 日）では、児童生徒の学習の到達度について全国的な状況を把握し指導の
改善や教育課程の基準の改善に反映させていく等のため、全国的かつ総合的な学力調査を実施する
ことが適当であるとされた 12）。 








 ⑤ 「学力テストの時代」と学習指導要領改訂：平成20年代 
学習指導要領改訂の基本的な考え方を審議する場は、政府全体の審議会の整理統合にあわせて平
成 13（2001）年から中教審に移り、その初等中等教育分科会に教育課程部会が常設されることとな
った。同審議会に対し「今後の初等中等教育改革の推進方策について」諮問（15（2003）年 5 月 15
日）がなされ、当面の検討事項の一つに「初等中等教育の教育課程及び指導の充実・改善方策につ
いて」が挙げられた 14）。この包括的な諮問に対し、中教審は逐次検討、答申していくこととなり、
「初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・改善方策について（答申）」（同年 10 月 7
日）が出され、学習指導要領の「基準性」の一層の明確化などの提言が学習指導要領の一部改正（同








の審議は、「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」（平成 17（2005）年 10 月 26 日）に結実し
たが、義務教育の質保証や教育内容の改善に関連して、学習到達度・理解度の把握のための全国的





校による調査、IEA の TIMSS（Trends in International Mathematics and Science Study：国際数学･理科
教育動向調査）、OECD（経済協力開発機構）の PISA（Programme for International Student Assessment：
生徒の学習到達度調査）などによって一定程度整えられることとなった 16）。 
学習指導要領の平成 20（2008）、21（2009）年改訂の基になった中教審「幼稚園、小学校、中学












援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」（20（2008）年 1 月 17 日）の場合、答申本文に実
証データ・分析を多数援用（用語解説等も含め膨大な脚注が添えられている）するとともに、各種






























































（1972）年 5 月 1 日）。教育研究開発の進め方については、人間の発達過程に応ずる学校体系の開発
を中心としてこれに教育内容、教育方法等に関する問題を含めて研究開発を行うこととし、教育研










 その後、昭和 54（1979）年 4 月 4 日付けで、「初等中等教育に係る教育研究開発事業を総合的に
推進するため」、初中局に企画官が置かれた一方で（教育研究開発室は廃止）、教育研究開発につい
ては次のような制度の改善を加えながら今日に至っている。すなわち、教育行政における「地方分
権」を扱った中教審「今後の地方教育行政の在り方について（答申）」（平成 10（1998）年 9 月）に
よる都道府県等が教育内容に関する研究開発を行う仕組み作りについての提言 27）や、小渕、森両
















































申）」（平成 10(1998)年 9 月 21 日）38）や同「「初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・





































































































（第 1 章 概説まえがき おわりに―教育の機会と児童生徒の学力）とし、国立教育研究所の全国小・中学校児童生徒
























国学力調査報告書 国語・数学 昭和 31 年 9 月 28 日実施』（文部省調査局 昭和 32 年 5 月）） 






の組織的反対の事態も生じた。」（第二編 戦後の教育改革と新教育制度の発展 第二章 新教育制度の整備・充実（昭












































英語 文の大意をとらえること、文と文との関係をつかむこと及び英語を書く力が不十分である。  




















８）同白書は、「満 13 歳の生徒を最も多く含む学年(わが国の場合中学校第 2 学年)の生徒の成績は、調査実施 12 か国中、
わが国はイスラエルについで第 2 位である。」（第 2 章 教育内容・方法の改善  1 教育内容の水準の維持・向上と多














































  イ 全国的・総合的な学力調査は、継続的・定期的に実施することが必要であり、学校や児童生徒の負担などに配慮
すると、学年や教科を年度ごとに分けて抽出調査により行うことが適当である。また、児童生徒の学習の到達度を
客観的に把握するため、各学校において調査の問題や結果等を活用し得るようにすることが必要である。 
  ウ 具体的にどのような方法や規模等で学力調査を実施するかについては、文部省の「教育課程実施状況調査」など
これまでの調査の実績等も踏まえ、更に専門的に検討することが必要である。」（第３章 児童生徒の学習状況を客





13）教育白書『平成 12 年度 我が国の文教施策 文化立国に向けて』（文部省編集）は、次のように記述している。 
 「我が国の児童生徒の学力は、国際教育到達度評価学会(IEA)の国際数学・理科教育調査によると、昭和 39 年（1964）
以降 3 回の調査でいずれもトップクラスを維持しており、国際的にみておおむね良好です。しかし、数学や理科が好き
であるとか、将来これらに関する職業に就きたいと思う子供の割合が、国際的にみて最低レベルであるなどの問題点が
指摘されています。」（第 2 節 教育改革 Q＆A   Question7 学力低下批判と新しい学習指導要領） 
14）これに関連して、遠山敦子文部科学大臣は、補足説明で次のように述べている。 









学力調査を実施することが適当である。」（第Ⅱ部 各論 第 1 章 教育の目標を明確にして結果を検証し質を保証する




























19）同答申の冊子は、A5 判約 200 ページ（答申本文約 100 ページ、資源の見積もりや諮問関連資料等約 100 ページ）のも
のと、B5 判約 630（約 70 ページの本文に対し、実証分析を中心とする約 140 ページに及ぶ中間報告、さらにその基礎
































21）政策研究大学院大学 2004 p174 
  なお、中教審諮問時の「検討の観点」は次のとおり。 
  就学前教育から高等教育までの学校教育の全般にわたり，制度的・内容的に，主として次のような観点から検討する。 
１  学校教育に対する国家社会の要請と教育の機会均等 
２  人間の発達段階と個人の能力・適性に応じた効果的な教育 
３  教育費の効果的な配分と適正な負担区分 




















的保守主義を補強する役割を果たしている。」としている。（ショッパ 2005 ｐ84～85、ｐ119～127） 
  なお、ここで言う「先導的試行」についての国会質疑を、国会会議録から拾ってみると、昭和 45 年 7 月 10 日の参議
院文教委員会以降、平成 14 年 7 月 18 日の参議院文教科学委員会に至る延べ 78 日の本会議や委員会で質疑・言及され
ているが、このうち、中教審４６答申が出された昭和 46 年の延べ 14 日よりも、臨時教育審議会設定法案が審議された











部 2004 ｐ174～175）と記している。 
23）教育研究開発協力者会議は、同年 8 月、学識経験者、学校教員等 41 名をもって発足し、１．幼児・児童・生徒の心
身発達について、２．集団施設教育の開始の時期について、３．中・高校生の内面的成熟について、４．生徒の特性の
分化と観察指導について、５．その他、について審議することとされた。（昭和 49 年、文部省大臣官房企画室『文部省







中高を通ずる生徒の特性の分化及び観察指導の充実強化について（昭和 49 年、文部省大臣官房企画室『文部省第 100
年報』ｐ29、p251～252） 

































学省告示（現在のものは平成 20 年文部科学省告示第 29 号）をもって定められている。なお、同規則上に本規定（当時
は第 26 条の 2 等）が置かれたのは昭和 43 年の省令改正によるが、昭和 51 年になって「研究開発学校」に係る告示が
制定された。 












26）『文部省第 104 年報 昭和 51 年度』（昭和 53 年 3 月、文部省大臣官房企画室）p27 













た（学校教育法施行規則第 55 条の 2）。 
30）西田 1996 p132 












































  なお、OECD の教育研究革新センターは、Educational Research and Development- Trends, Issues and Challenges (1995)
の中で、教育研究について「研究者、実践者、政策当局という『３つのコミュニティ』の間でよりよい連携を築くこと


























ベル共同計画の日本への適用』（平成 17 年 3 月））。さらに、国別にも、米の連邦政府教育省教育科学研究所の WWC（What 
Works Clearing House）や英のロンドン大学 EPPI センター（Evidence for Policy and Practice Information and Co-ordinating 
Centre）などがある。 
37）Randomized Controlled Trial は、介入の効果を検証する場合、被験者群を、ランダムに実験群と比較対照群に分け、効
果を測定する効果証明方法。 
38）中教審「今後の地方教育行政の在り方について（答申）」（平成 10(1998)年 9 月 21 日）は、「第１章  教育行政におけ
る国、都道府県及び市町村の役割分担の在り方について ４ 国及び都道府県の行う指導、助言、援助等の在り方の見
直し」において、次のように提言した。 











月 7 日）は、「5  教育課程及び指導の充実・改善のための教育環境の整備等 （1）各学校の取組に対する各教育委員
会及び国による支援等」において、各学校の取り組みに対する教育委員会や国による支援について、次のように提言し
ている。 
 「①  各教育委員会等による支援等 




  これを踏まえ、各教育委員会等における具体的な取組としては、たとえば、以下のようなことが考えられる。 
  ・「総合的な学習の時間」をはじめとする地域や学校の実態に応じた優れたカリキュラムづくりの事例等を集めた参
考資料の作成や情報の提供 
  ・カリキュラムづくりに関する実践的な研究とその成果の普及や顕彰の実施 
  ・関係機関・団体等との連携・協力体制づくり，地域の小・中・高等学校等で相互に情報を共有するための機会の提
供等 

































る。」（小川 2010 p230） 
43）同研究会は、国立教育政策研究所と国立公衆衛生院（現・国立保健医療科学院）の共同研究のために組織され、科学
警察研究所や東京少年鑑別所等からの専門家の参画も得て、「『突発性攻撃的行動および衝動』を示す子どもの発達過程
に関する研究－『キレる』子どもの成育歴に関する研究－」（平成 14 年 3 月）を取りまとめた。 




 ① 子どもの対人関係能力や社会的適応能力の育成のためには適切な『愛着』形成が重要であること、 
 ② 子どものこころの健全な発達のためには基本的生活リズムの獲得や食育が重要であること、 
 ③ 子どもが安定した自己を形成するには、他者の存在が重要であり、特に保護者の役割が重要であること、 
 ④ 情動は、生まれてから 5 歳くらいまでにその原型が形成されると考えられるため、子どもの情動の健全な発達
のためには乳幼児教育が重要であること、 
 ⑤ 成人脳にも高い可塑性を示す領域があり、この点を意識した生涯学習が重要であること、 
 ⑥ 前頭連合野や大脳辺縁系の機能が子ども達の健やかな発達に重要な機能を発揮しており、前頭連合野の感受性
期（臨界期）（用語解説参照）は、シナプス増減の推移から推論すると 8 歳くらいがピークで 20 歳くらいまで続
くと思われ、その時期に、社会関係の正しい教育と学習が大切であること、など。 
２ 今後は、課題解決のために以下のような取組みが必要である。 
 ① 学際的連携等をコーディネートする機関の在り方に関する検討が必要であること、 
 ② 研究成果のスクリーニングを行う仕組みづくりに関する検討が必要であること、 
 ③ 研究と教育との連携の推進（双方向的連携の仕組み作り）に関する検討が必要であること、 
 ④ 子どもの発達を早期から前方視的、縦断的にみていく体制作りが必要であること、 
 ⑤ 子どものこころの発達の支援には、総合的なシステム構築や各機関の連携・協力体制の構築が必要であること、 












です。」（山内、原 2005 ｐ21） 
  また、村山航東京大学大学院生・日本学術振興会特別研究員（当時。現・Alexander von Humboldt Research Fellow）は、
学力調査の結果から「確実に言えること」と「確実には言えないこと」を整理する「評価リテラシー」の必要性につい
て次のように述べている。 




  このように議論が錯綜してしまう原因は何なのだろうか。その原因の一つとして、PISA や TIMSS の結果を、それぞれ
が都合のいい形に解釈しすぎていることにあるように思われる。（中略） 
  こういったときに大切なのは PISA や TIMSS の結果から「確実に言えること」と「確実には言えないこと」を整理す
ることだろう。何が確実に言えて、何が確実に言えないのか、そのことを意識するだけでも枠組みが定まり、意味のあ
る討議ができるようになるのではないだろうか。」（村山航「PISA をいかに読み解くか－求められる評価リテラシー」（21
世紀 COE プログラム東京大学大学院教育学研究科基礎学力研究開発センター2006 ｐ70～71） 






























21世紀 COE プログラム東京大学大学院教育学研究科基礎学力研究開発センタ （ー2006）『日本の教育と基礎学力 危機の
構図と改革への展望』、明石書店 
深代惇郎訳（1976）『日本の教育政策 OECD 教育調査団』、朝日新聞 


















OECD（沢田敬人訳）（2004）『OECD 教育レポートシリーズ 役立つ教育研究』、オセアニア出版社 
OECD 教育研究革新センター編著（岩崎久美子、菊澤佐江子、藤江陽子、豊浩子訳）（2009）『教育とエビデンス－研究と
政策の共同に向けて』、明石書店 





関 係 年 表 









































































校 音楽 図画工作 家庭
教科意外の活動 中学校 
英語 職業・家庭 高等学






































･IEA 第 1回国際数学調査 



































































･IEA 第 2回国際数学調査 








･IEA 第 2回国際理科調査 





























5(1993)年   ･教育課程実施状況調査（ペ
ーパーテスト：小学校国語、
算数） 






































































































































































































※ IEA や OECD 等の国際調査については、実施月が国によって異なる。 
 
 
 
